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世界で「教育予算」最下位　異常な現状の打開を
経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の調査では、国内総生産（ＧＤＰ）に対して国や地方自治体による教育機関への公的支出の占める割合が、日本は６年連続で比較可能な３２カ国中最下位となりました。教育への公的支出が少ないことによって、日本では世界でも異常な高学費や劣悪な教育・研究条件を生んでいます。子どもと若者の希望を閉ざし、日本の将来にもかかわる深刻な事態をこれ以上、放置することは許されません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＯＥＣＤが２４日に公表した調査結果によると日本は、２０１２年の小学校から大学までの教育機関への公的支出がＧＤＰ比で３・５％にとどまり、ＯＥＣＤ加盟国平均の４・７％より１・２ポイントも少なくなっています。公的支出が少ないため、大学など高等教育の私費負担はＯＥＣＤ平均の２倍以上にのぼっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＯＥＣＤ加盟国では半数の国で大学の学費が無償で、ほとんどの国が返済しなくていい給付制の奨学金制度を設けています。高い学費でありながら給付制奨学金がないのは日本だけです。そのため、学生の過半数が「借金」である貸与制の奨学金を借りざるを得えなくなっています。貸与制奨学金の多くは有利子で、卒業と同時に平均的なケースで３００万円、多い場合には１０００万円もの借金を負わされることになります。多くの学生がアルバイトに頼らざるを得ず、違法・無法な働き方を強いる「ブラックバイト」から抜け出せない学生も少なくありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ高校の授業料無償制度も昨年から廃止されてしまいました。不況により収入が減る中で、家庭の負担は限界に達しています。憲法が保障する教育の機会均等への責任を政府が放棄するものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本の持つ経済力に比べて教育条件の劣悪さは明らかです。　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、日本の将来のため、国民の共同の運動で世界的にも異常な現状を打開し、教育予算を国際水準並みにするよう力をつくしましょう。　　　　　　

日本共産党の３大要求「国保税の引下げ」、「子どもの医療費の窓口無料化」、「小学校にエアコンの設置」
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
２０１５年１２月議会 始まる。

１２月９日（水）、１０日（木）１１日（金）、１４日（月）   午前１０時～
本会議、議案質疑・一般質問
１２月１５日（火）、 １６日（水）  午前１０時～　各常任委員会　
１２月２４日（木）　午後１時～ 本会議(委員長報告、質疑、討論、採決)閉会
１２月議会に提出された主な議案（２６議案―９４号から１１９号）について
１、議案９４号　一般会計補正予算（第５号）
一般会計補正は総額７億１４百万円で、
ふるさと応援基金２億円、ふるさと応援寄付推進事業費１億３百万円は、ふるさと納税の寄付が当初の予想を超えて増えており、目標額を３億５０百万円と見込み、お礼の品や事務に関する経費を計上。
返還金１億６百万円は、昨年度の国庫補助金等の超過交付分返還（主に福祉）。
農地中間管理事業費７５百万円は、昨年度から農地中間管理機構が実施する農地の担い手への集積に関して土地所有者等への補助金（深谷、城南、多度地区等）。
民間社会福祉施設等整備費補助６５百万円は、各種介護事業者に県の補助金を財源に施設整備及び備品購入に要する経費を補助（４か所）。
病院整備費５９百万円は、今年度の工事出来高分と契約に基づく土地購入の一般会計での市負担分。（他に総合医療センター施設整備等貸付事業特別会計で６億３０百万円が上げられています。）
大山田東校舎増築３８百万円は、新しい校舎を増築するための設計費用。
道路施設維持補修費２８百万円は、７月１日と８月１７日の豪雨の影響による。
児童通所支援給付費２５百万円は、障害のある児童の生活能力の向上のために執行見込み額を計上。
ジュニアサミット開催事業費１６百万円は、協賛してもらえる寄付金などを財源に市民会議への負担金など。　　　　　　　　　　　　　　　　　等々です。
【裏面右側に続く】
星野公平の一般質問（１２月１１日予定）
１、予算について
　（１）当初予算編成について
　　　　①作成時に市民の意見は（千葉県佐倉市の例から）
　（２）補正予算について
　　　　①緊急支援交付金について（９月補正の財源について）
　　　　②人事院勧告についてどう対応するのか
２、桑名の社会保障について
　（１）医療について
　　　　①市内のベッド数はどうなるのか
　（２）介護について（現状、問題点、対策は）
　　　　①地域生活応援会議について
　　　　②元気アップ交付金について
　　　　③基本チェックリストについて
３、桑名の都市計画について
　（１）土地の高度利用に対する基本的な考えは
　（２）駅周辺に関する懇話会について
　　　　①構成と内容について
　（３）駅西土地区画整理事業は１０年延長して見通しはあるのか

（住民説明会から、予算と理解）
４、市長の教育に関する大綱について
　（１）基本理念は「夢を持ち、その夢に向かって努力する子を育てます」のよ　　

うですが、子どもたちに努力義務を課すのは如何なものでしょうか。
今議会に「桑名市の住環境を守る請願書」という請願が出されています。2015年11月24日請願者サンマンションアトレ桑名全体管理組合

最近の桑名駅周辺の高層マンションの建設はひときわ目立つものがあります。
桑名市では更に土地の高度利用ということで高層建築物を推奨されているようです。建築基準法に合っていればいいと放置すると駅周辺の景観は崩れ、住環境が破壊されます。今般、サンファーレ東側に隣接していわゆる「ドミノマンション」の建設が進められています。マンション住民から太陽を奪い、資産価値も下がれば、住む人もいなくなります。以前の様な幽霊ビルが再現される可能性も高まってきます。市として、市民の住環境を守る立場から下記の対策を検討して下さい。
記
請願事項
1、 市は、駅周辺の高度利用に対して住環境を守る住民中心のルールを作る。
2、 市は、建設業者に近隣住民の意見を尊重するよう指導する。　　　
（以上）
【表面より】

２、議案１０３号　行政不服審査会条例の制定
行政不服審査法の全部改正に伴い、審査請求に関わる諮問に対する答申、調査及び審議等を行う機関として「行政不服審査会」を設置する。
３、議案１１４号　条例の制定
望ましい学校教育環境のあり方について、調査及び審議等を行う機関として「学校教育あり方検討委員会」を設置する。
４、議案１１７号　上下水道事業経営審議会条例の制定
上下水道事業の経営に関する重要事項について調査及び審議等を行う機関として「上下水道事業経営審議会」を設置する。
５、議案１０１号　行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定条例
行政不服審査法の全部改正に伴い、関係条例（４つ）について所要の整備（不服申立てを審査請求に、決定を裁決に）を行う。
６、議案１０２号　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び個人情報の提供に関する条例の制定
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）に基づく個人番号の利用等に関する規定が、２０１５年１月１日から施行されるため、条例を制定する。（趣旨、定義、個人番号の利用範囲、特定個人情報の提供が書かれている。生活に困窮する外国人に対する生活保護に関しても書かれている。）
７、議案１１２号　消防本部及び消防署の設置等に関する条例の一部改正
消防署の組織体制強化を図るため、員弁南分署及び東員分署を消防署に改編する。
８、議案１１５号　市立幼稚園条例の一部改正
市立幼稚園の再編により閉園となる幼稚園の削除と統合される幼稚園の改名。
９、議案１１６号　体育施設条例の一部改正
江場テニスコートの閉鎖。
１０、議案１１８号　公の施設の指定管理者の指定について
総合福祉会館など６施設の指定管理者の指定。（従来通り社会福祉協議会に。）
「『戦争法』の廃止を求める統一署名」にご協力を　　ｐ「戦争法」の廃止を求める新たな運動「統一署名」が始まっています。　　　　　　　　　　ｐ安倍政権が、「戦争法」を強行成立させてから３カ月近く。全国各地で広がる「戦争法」の廃止を求める運動を更に発展させるものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が発表した、この「『戦争法』の廃止を求める統一署名」は、大きく広がった「戦争法」廃止の国民世論をひとつに結集しようとするものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ署名は、「戦争法」である「平和安全保障関連法」をすみやかに廃止することと、立憲主義の原則を堅持し、憲法９条を守り、生かすことを求めています。　　　　　ｐそして、来年の憲法記念日（５月３日）までに、有権者の約２割にあたる２０００万人を突破し、さらに広げていくことを呼びかけています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































